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1．消費者金融市場の変貌
　昨年11月にいわゆる貸金業二法が施行されて以来，消費者金融業界，なかん
ずく専業者の業界が激しい変動期を迎えていることは周知のことであ乱この
ことは日本消費者金融協会（JCFA）が本年8月に発行したr昭和59年度消費
考金融白書」によってもよくわかる。たとえぱ総貸出残高を表1でみると，い
ずれのクラスについても，総貸出残高の伸びは，58年にくらぺて59年が大きく
減退していることがわかる。また平均貸出件数を表2でみても，59年の伸びが
58年のそれにくらべて減退していることがわかる。そしてこの白書はその序文
でr当業界はこの規制法を境として経営環境は急変Lつつあります。一昨年頃
と比較すれぱ様変わりの状況下にあるのが実情でしよう」｛11と述べている。
　確かに一昨年頃までの消費者金融専業者の伸びは異常たほど大きかった。表
3がこれを物語っている。この表は銀行をはじめとした民問金融機関の消費考
ローンと消費考金融専業者のローソの伸びを，新規供与額についてみたもので
ある（もちろん金融機関の消費老信用は，かかるローンのほか，提携ローンや・
定期預金担保貸付等をも入れるべきであると考えられるが）。金融機関に較べ
て専業考のローソの伸びがいかに大きいかがわかるであろう。殊に昭和53→54
→55年にかけていえる。すたわち金融機関の方の伸びは極めて低くなったのに，
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　　　表1　総貸出残高と伸長推移
昭和57年158年
（単位：千円，％）
59　　年
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注　　（　）内はサソプル変動
（目本消費者金融協会「昭和59年度版消費者金融白書」1〕．24より作成）
表2　平均貸出件数と伸長推移
＼融資　＼．
残高　　　＼（昭棚年。月末∴＼
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注　（　）内はサソプル変動
（日本消費若金融協会「前揚書」p．25より作成）
逆に専業者の伸びの方は急激に高くなっている。当時，金融機関の消費考ロー
ソの伸びが急激に低下した原因として，第一次オイルショックを契機として起
った長期にわたる景気の低迷で，消費老所得の伸びが急落Lたので，その返済
カミ容易でないという気分が強くなり，需要が相対的に減退したことが挙げられ
た。そして専業考のローンが伸びた理由の一つとして，産業資金の需要停滞に
伴って金融機関から大量の資金を導入し得たので，業容の夫きな拡犬ができた
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表3　金融機関と消費者金顧専業者の日一ソ
（単位：億円。彩）
昭和50 ・・」・・i・・1弘：・・ 　　一56157
一臥・小・1・1τ…1・…！ 9，O01■ 9，159金融機関
??・岬・j・み…
対則年伸び率
一1181　■13・6」19・1 7．1 1．8
???
ユ6．3 107．7
　　　　　　　「消費者金融　　1 ・…1…j㍍…」・…1・・…1・岬1・・…1・・・…
専業者1灘 　■一1・3・7・τ・1岨・1…1舳??　；31・7i24・4317i
（目本割賦協会「目本の消費着信用統計」）
ことが挙げられた。
　事実，当時の産業資金需要の停滞状況からすれぱ，銀行等がもっと消費者ロ
ーンを増大してもよかったと考えられる。しかし金融機関一般はかかる方向へ
の急速な進展は出来なかった。大蔵省金融間題研究会の報告書2］でも述べられ
ているように，それは次のような理由からであった。すなわち（イ）第一次オイル
ショックが起るまでは企業の資金需要が旺盛であったから，金離機関の経営姿
勢は企業金融中心の管理体制を保持し，消費者ローソをやるにしても，常に企
業金融の補完的存在で，企業資金需要が増加すれぼ消費考ローソを減少させ，
逆の場合には消費者ローソを増加させるという隈界的な資金配分手段として使
われてきた。それだけに消費老の二一ズが増してきても，それに応えるような
体制や体質へ転換することが容易でなかった。（司また消費考ローソは一般に小
口でコストがかかり，金利規制の点からも慎重に取り組むことを余儀なくされ
てきた。
　このように昭和50年代前半期における金融機関の消費者ローンヘの対応は，
いずれかといえぱ消極的であったといえる。しかもその後も態度は余り変らず，
消費老ローンの総貸出残高に占める割合は余り大きくなっていたい。すなわち
昭和57年度末をとると，民間金融機関全体では09％で，都市銀行04％，地方
銀行O，7％，相互銀行1．3劣，信用金庫1．4％である。
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　しかしいまや消費老信用自体が極めて大きな存在になった。消費考金融に販
売信用を加えた消費考信用合計は，日本割賦協会の推計では，昭和57年末で26
兆3，488億円（新規供与額）にもなり，民間最終消費支出の20％近くになって，
かかる信用が国民経済に占める地位は次第に重葵になってきた。帽〕従って消費
考金融専業老も銀行等金融機関も，こんご消費考信用分野で，みずからの活動
をどのように展開すべきかが改めて問われる時代に入ったといえよう。
2．　消費者金融専業者の業界について
　消費者金融専業老がいまや大きた変動期にあることは既述した通りであるが，
それでは今後いかなる方向を目指したらよいであろうか。次に筆考の考えてい
ることを簡単に述べよう。
　まず専業考それぞれは，新しく創設された貸金業協会を中心にして，全体的
に行動を律していくことに努めなげれぼならない。この考えはアメリカの消費
者金融会杜の活動が，各州にある協会をバックにして協同的に遂行されている
という事実を参考にしている。＝4コアメリカでは消費考金融協会が，金融会社の
金利が，商業銀行や貯蓄貸付組合や信用組合等の消費考貸付の金利との比較で，
経営的に適当な水準にあるかどうかを常に検討L，もしもそれが不適当になっ
たと考えれぱ，州当局へ金利限度の変更をするように申し出たりして，消費者
金融業界全体の動きのなかでの専業老の在り方について研究し，その行動に指
針を提供している。わが国では現在，登録した専業者の総てが協会に加入Lて
はいないし，また貸金業務を兼業として遂行している信販会杜やクレジットカ
ード会杜の多くも協会に加入していないといわれる。だが将来，貸金業務を行
なう機関の総てが協会に加入して，全体的に消費者金融のあり方を考察してい
くべきであろう。もちろん現段階では信販会杜やカード会杜は専業老にとって
ライバルであり，競合する相手である。しかし将来，専業考業界の整理が進展
していくプロセスで，このように協会が貸金業の運営を積極的に指導する存在
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になることを望んでやまない。
　次に，大分前から消費者金融専業考は二極分化し，中規模業者は合併等によ
って規模を大きくするであろうといわれてきた。規模の利益がこの業界にもあ
てはまることは，いろいろの資料をみて納得ができる。しかし合併や合同によ
って規模を大きくすることは，一つの手だてではあるが，その前に各専業者の
経理内容を徹底的に健全化することが前提であろう。本年3月の各専業者の決
算では，極めて大きな貸倒損失の計上が行なわれ，経営内容は悪化傾向にある
ことがわかるが，これが転じて経営の健全化のための基礎づくりになることが
望まれる。
　第三に，後に述べるが，アメリカにおけるように，消費者金融専業者も将来，
銀行等金融機関の傘下に入るか，ないしは関違会杜になるものが相当に現われ
ると思われる。専業老がその経営の健全化を図る上で，不特定多数の人々から
預金を集めることができ，且つ決済機能をもっている銀行等と，密接な関係を
もたなけれぱならないことは当然であるが，今後両者がどのような関係になる
かによって，消費老金融業界の健全性がもたらされるかどうかを大きく左右す
るであろう。
3．銀行等金融機関の進路
　銀行（以下金融機関を総称して使う）の消費考信用分野におげる活動は二つ
に分けられる。すたわちみずから直接消費老に貸付をする場合（小売金融であ
る消費考ローン）と他の消費者信用分野に活躍する機関に対する融資を通して
の問接的な消費考への信用供与（卸売金融）とである。後者については，統計
的に把握することは頗る困難であるが，目銀の経済統計月報等で金融機関によ
るr割賦販売業考向げ運転資金貸出残高」が発表されているので，その趨勢は
ある程度推量できる。
　さて，まずこれからの消費者ローソについて検討することから姶めよう。銀
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行が従来からの企業金融を中心とした経営体制を見なおして，消費者ローンに
積極的に敢組む姿勢をとるように努力することが大切である。しかし今後大い
に考えねぱならないことは，冒一ンを利用する消費者それ自体のビヘィビアー
の変化ということである。日銀貯蓄増強中央委員会の昭和58年の調査によると，
一世帯当り平均の年問手取り収入は420万円，また平均貯蓄保有額は626万門
にもなってい乱すなわちいまやわが国消費者一般は，みずから保有する資産
の運用をいかにしていくかを常に考えて行動を律していくようになってきた。
アメリカで個人が消費考金融を利用する理由のなかの一つに，r各種金融資産
のバランスをとらせるため」ということが挙げられている。すなわちたとえぱ
預金の満期日が少し経てぱ来るが，いま現金が欲しいときとか，また税金支払
いのために現金が欲しいが，資産を崩したくないときなどに，消費者金融を使
うことが案外に多いのである。わが国でも今後はこのようなことを考え，銀行
は顧客の資産管理のなかでローンをいかにうまく利用させていくかという，新
しい視点を重視しなげれぱならないのである。
　だが更に同時に銀行は消費者金融専業者への卸売金融を考えることが重要で
ある。周知のように昨年6月にr消費者金融向け融資の抑制通達」が出されて
以来，銀行の専業老に対する融資は大きく減少し，それが現在専業者業界の整
理に大きな役割を演じている。しかしこの業界の再編が進み，全体的に健全な
姿になってきた暁には，銀行はこの業界に積極的に融資すべきであると筆老は
考える。サウンド・バンキソグ・プリンシプルを堅持する銀行にとって隈界的
危険（marginal　risk）をもつ消費者へは貸出はできない。つまり消費考とい
っても，そこにはおのずから隈度があるから，専業者にまかすべき顧客も出て
くるであろう。既述したが，ここで銀行と専業者との関係が出てくる。そして
そればアメリカで1970年に単一銀行持株会杜法の改正が行なわれたため，銀行
が多くの消費者金融会杜を傘下におくようになったことが参考になる。すなわ
ちアメリカでは銀行の金融会杜への資本参加と融資が大いに行なわれているの
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である。消費者金融会杜にとっては，銀行の傘下に入ることは，（イ）会杜の杜会
的評価を高めることができると同時に，（口）銀行から低金利の融資を受げること
ができ，従って顧客への貸出金利を下げて，競争を有利に展開することができ
るというメリットがある。ことに1970年代に入ってからアメリカでは高金利時
代が到来し，一般にコストが高い消費老貸付が採算の上で問題となり，消費考
金融会杜のなかには経営の合理化を図って店舗数を大きく減少させるものも現
われたが，その場合に店舗を親の商業銀行に譲るものもあった。他方，商業銀
行による消費者金融会杜への融資は昔から望ましいものであるといわれてき
た。というのは，消費者金融会社も金融情勢に明るいから，そのときどきの情
勢に応じて銀行と協調的な歩調をとることに理解を示すからである。
　このようなアメリカにおける事情をみてもわかるが，わが国でもいずれの目
にか銀行系列の消費者金融専業考が現われると思われる。そLてそのプロセス
において，銀行による専業者の選別が行なわれていくので，専業者の業界は一
層健全なものにたっていくであろう。周知の通り銀行自身による消費者金融会
杜設立に関する通達も出ており，将来，銀行がいずれの方法をとるにしても，
消費者金融専業者を含めた消費考ローソ業界の秩序をつげるような方針を打出
すことが望まれる。
4．割賦債権の買取り
　消費老信用に関連Lて，今後，銀行が検討すべきいま一つの視角は，割賦債
権の買取りということであろう。これまで銀行が信販会社等へ貸出をする場合
に，かかる信用供与機関の保有する割賦債権が担保として使われることが相当
多いといわれる。しかL銀行が小売業考（広義）から割賦債権を買取ることは
ほとんどなかった。
　小売業者の割賦債権とかかわりをもつ金融をつかさどってきたのは，もっぱ
ら信販会杜と中小小売団体（チケット団体），殊に前者であったといえる。そ
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してそれは個品割賦購入あっせんといわれ乱信販会杜は元来クレジヅトカー
ド（昔はクーポン）を媒体にして，消費者と小売店（加盟店）とを結びつげる
役割を果す存在であるが（このような通常のカード業務は総合割賦購入あっせ
んという），近年，個品割賦の伸びの方がはるかに大きい。総合割賦を伸ぱす
には，まず会員の増加を図らなげれぱならないが，それは業界内の競争が激し
いためなかなか容易ではない。それにカードによる購入には隈度が設定されて
いるので，隈度を越えた金額の商品の売買には便えない。そこで信販会杜は会
員でない人にも，また限度にかかわりなく，商品一つ一つに割賦契約を緒ぶ個
品割賦をカロ盟店に推進させたのである。そして信販会杜は購入老である消費考
との問に結んだ立替払い契約をバックに，加盟店に代金の支払いをし，以後，
その消費者から毎月代金を回収していくのである。
　Lかしこのやり方について近年消費者サイドからしぱしぱ問題が指摘され
た。というのは，信販会杜と消費老との間の立替払い契約のなかに，購入者
（消費者）と加盟店（小売店）との間の紛議は総て両者で解決するものとして・
それが購入考の信販会杜に対する支払拒否の理由にならないことがうたわれて
いるからであった。つまり消費者が購入Lた商品に理疵があったりLた場合，
それを売った加盟店に敢替えを要求しても，それがうまく解決しないのに，信
販会杜からは支払の請求がくるという事態が起ったのである。そこで各地の消
費生活セソターや消費老団体から，かかる点についての法的規制をするように
所轄官庁である通産省に多くの要望書が寄せられた。そLて長い問の検討が行
なわれた結果，本年5月に割賦販売法の改正がなされ（昨年12月施行），上例
のようなときに，消費考による信販会杜に対する抗弁権の接続が認められるこ
とになった。この点についての詳Lいことは説明を省くが，筆老が指摘したい
ことは，このような信販会杜の個品割賦と同様な業務へ銀行が進出することで
ある。
　もっとも，銀行がみずから販売信用分野へ進出するといっても，信販会杜の
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ように消費考との間に立替え払い契約を結ぶというやり方は遷げるべきであ
乱そしてアメリカの商業銀行や販売金融会杜のように，割賦販売業者から，
完全償還契約（ful1r㏄ourse）ないしは買戻し協定（repurchase　agreement）
で，割賦廣権を買取るのがよいと思われる。完全償還契約の場合は，消費者の
支払不履行が起れぱ，割賦債権は，商業銀行や販売金融会杜から販売業老に戻
される（すなわち販売業者が全責任を負う）のであり，買戻L協定の場合には，
いろいろあるが，たとえぱ消費老の支払不履行が初めに起ってから90日以内な
ら，販売業考に割賦債権の買戻しを誇求できるが，90目を遇ぎては出来ないよ
うな契約がなされるのである。
　もっとも，このような業務は，いわゆるフアクターリソグとよぱれるもので，
既にわが国でも銀行の関違会杜その他で遂行されていることが指摘されるかも
知れない。しかしそれは未だ小規模のものであるL，いずれかといえぱ，ここ
で間題にしているようた，消費考への割賦信用に直接関係したものは少ないと
いえる。アメリカでもフアクターリソグ会杜は元来，非償還請求契約（nOn－
reCOurSe）で顧客から売掛債権を買取ることを業務としており，そのほとんど
は繊維産業に関係していて，割賦販売業とは関係がない。㈲
　そこでもしも銀行が直接ないしは関連会杜を通して，割賦販売業から上記の
ようなやり方で割賦債権を買取る方向を打出すならぱ，現在の信販会杜による
個品割賦にも影響を与え，販売信用分野の正常化に大きく貢献すると思われる。
というのは，既述のように今回の割賦販売法の改正で，信販会杜に対する消費
考の抗弁権の接続を認めれということは，信販会杜に消費考との問に事故を起
すような加盟店を排除させることをねらいとしているからで，もしも銀行がこ
の方面に進出すれぱ，信販会杜もトラブルの起りやすい冤在の立替え払い契約
に検討を加え，販売信用業界は一段と健全化されると思われるからである。
　もっとも，アメリカの商業銀行や販売金融会杜が買取る割賦債権の中心は，
周知の通り自動車をはじめとした酎久消費財に関係したものである。基本的に
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考えれば，割賦販売された商品は，消費者の代金が完済されるまで所有権は販
売業者に留保されているので，債権買取りということが遂行されやすいのであ
る。殊に自動車（automobile）は文字通りモービルである（動かしやすい）か
ら，一番良い再販売（中古）市場に移動させることができるという意味で，債
権買取りに最も適したものといえ乱しかし自動車に関しては，いわゆるメー
カー系列のクレジット会杜（ないしはメーカーのなかの一都門）が，事実上，
傘下のディーラーとの閻で債権買敢り機関としての役割を果している。従って
これから銀行がこの方面に進出する場合，自動車にくらべて再販売市場が少な
いものの債権買取りに関係することが多いであろう。そこでどのようた販売業
と関係するかが問題で，その会杜の販売する商品の種類や販売方法などを調べ，
更にば貸借対照表で宋実現利益に対するリザーブなどを検討Lたりして，その
会杜の相対的な財政状態の健全性を検討することが必要となる。いずれにして
も銀行が割賦債権買取りへ進出することによって，販売信用分野にも新しい秩
序をつくり上げることが必要と思われる。
5．銀行系クレジットカードに関係して
　更に銀行はクレジットカード業界の発展にも努力すべきである。新銀行法に
よって銀行にとってカード業務が周辺業務から附随業務になったことは周知の
通りであるが，これを契機にしてここ2年半ぐらいの間に，クレジットカード
業界にいろいろた変化が起ったことは周知の通りである。都市銀行による新し
いカード会杜の創設，従来の銀行系カード会杜のフランチャイズ制による地方
への進出，地銀バンクカードや相銀ワイドカードの展開等々，めまぐるしい変
遷である。
　しかしカード業界全体として問題になっていることは，このような銀行系カ
ードに分割払い機能が付与されていないことである。これは昭和52年4月およ
び5月のr中小企業の事業活動の機会の確保のための大企業著の事業活動の調
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整に関する法律」に関して行なわれた衆参両議院商工委員会の附帯決議に拠っ
ている。だが同じくクレジットカードでありながら，分割払いが許されるもの
と，そうでないものとがあるのは，利用する側からみて頗る不便であるという
声が消費者サイドから出ている。クレジットがこれほど発達した現在にあって
は，一回払いでいくか，分割払いにするかは，ユーザーである消費考のその時
々の都合によって決められていくべきで，制度や法的規制によって左右される
べきでないというのが，アメリカでの一般的考えである。リボルビソグ・クレ
ジットも次第に発達Lてきたわが国でも，銀行は銀行系カードの分割払いに反
対する信販会杜や中小小売商団体とみずから積極的に交渉し，相互の妥協点を
みつけて，消費老の利便性増加に一歩づつ近ずく努力をすべきであると考え
る。
む　　す　　び
　以上で現在の消費者信用業界全体を脩圓敢して，消費老金融専業者と銀行等金
融機関が今後どのような点に努力すべきかについての私見を述べてきた。もち
ろん信用情報機関や消費者保護法の整備等々，なお多くのことについて論じた
げれぱならないが，これらは別の機会にゆずりたい。ともあれ，消費者信用市
場は現在やや混迷の状態にあり，今後どのようになるかについて明確な答を用
意することは困難である。しかし今後なお所得の増加が維持され，また信用供
与機関が消費者の便宜を図って，新Lい商品の開拓に尽すならぱ，消費考信用
は更に伸びていくであろう。しかしそれには業界全体のリーダーシップをとる
存在が必要である。アメリカにおけるように，銀行等金融機関が消費者金融専
業考や信販会杜等を含めた全消費者信用業界で，このような役割を果す日が来
ることを望んでやまない。
注（1）　目本消費者金融協会，昭和59年度版「消費着金融白書」p．6．
　（2）大蔵省・金融間題研究会「我が国におげる消費老信用のあり方」（昭和59年3月）。
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（3〕目本割賦協会「日本の消費老信用統計’84年版」（昭和59年3月）。
（4〕アメリカの消費老金融の歴史については，I・S・Michelman；Consumer　Finance
　－A　Case　History　in　American　Business－1970を参照。
（5〕アメリヵのフアクターリソグについては吉森安彦編者「フアクターの研究」（布
　井書房）に詳しい。
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